
令和元年度　例規マネジメント　見直し対象例規（条例・規則等）
No. 区分 例規名 制定年月日 所管部署

　「大府市条例等整備指針」に基づく規定
形式の適切性の確認

「例規マネジメント体制の構築」に基づく適
時性の確認

対応区分 対応方針

1 条例 大府市建築協定条例 昭和49年３月30日
大府市条例第27号 建築住宅課

建築基準法第69条の規定により、条
例で定めることにより、土地の所有
者等が建築協定を締結できるように
することができるため、条例で定める
ことは適切である。

つつじヶ丘団地を最後に建築協定は
締結されておらず、締結の予定もない
が、今後締結される可能性がゼロでな
い以上、敢えて条例を廃止する必要
はない。
内容について、一部の自治体では、区
画整理に係る協定の場合を規定して
いるが、本市では区画整理に係る協
定締結の予定がないことから、改正は
不要である。

改正不要 規定方式及び内容の適時
性について問題なし。

2 条例 大府市火入れに関する条例 昭和60年３月29日
大府市条例第３号 農政課

森林法第21条の規定に基づき、市長
の許可を受けて火入れをしなければ
ならないところ、義務を課し、又は権
利を制限する規定があるため、条例
で定めることは適切である。

これまでこの条例に基づき、許可の手
続がされた記録はないが、畔焼きが
火入れに該当する場合は、森林法の
規定により市長の許可が必要である
可能性がある。

要検討 条例で許可が必要となる
「火入れ」について、法律
上の定義はないが、市とし
て対象となる行為を整理
する必要がある。

3 条例
大府市地区計画等の案の作成手続に関
する条例

平成４年６月29日
大府市条例第23号 都市計画課

都市計画法第16条第２項の規定によ
り、地区計画案は、条例で定めるとこ
ろにより、土地所有者等利害関係者
の意見を求めて作成する必要がある
ため、条例で定めることは適切であ
る。

原案を縦覧し、意見を提出してもらうと
いう内容は、全国的に共通しており、
改正の必要はない。ただし、多くの自
治体では、縦覧期間満了後１週間意
見を提出することができるのに対し、
本市では、縦覧期間満了日までに意
見を提出する必要がある。期間満了
間近に縦覧をした利害関係者に意見
提出の機会が実質的には保障され
ず、意見を提出できる期間が短くなっ
てしまっているため、意見提出期限に
ついて改正を要するものと考える。

改正 改正対応済み（令和２年第
１回定例会（３月議会））

4 公平委員会規則
大府市職員の勤務条件に関する措置の
要求に関する規則

昭和46年４月１日
大府市公平委員会
規則第２号

公平委員会

地方公務員法48条の規定に基づき、
公平委員会規則で定めることは適切
である。

条文中の軽微な事項について誤りが
あるほか、必要な様式を定めるべきで
ある。

改正 改正対応済み（令和２年３
月26日公布）

5 公平委員会規則 大府市公平委員会公印規則
昭和46年４月１日
大府市公平委員会
規則第６号

公平委員会

地方公務員法８条５項の規定に基づ
き、公平委員会規則で定めることは
適切である。

趣旨と公印の種類について定めたの
みであり、保管や作成・改刻に関する
こと等に係る規定がないため、他自治
体や本市の他の執行機関の例に倣
い、条文の見直しが必要である。

改正 改正対応済み（令和２年３
月26日公布）

6 訓令 大府市職員章はい用規程 昭和47年９月１日
大府市訓令第６号 秘書人事課

職員が着用する職員章（バッジ）につ
いて定めたもので行政内部の管理運
営事項に当たるため、訓令で定める
ことは適切である。

2条１項に規定する「公務員としての品
位を保ち、身分を表す」という職員章
はい用の目的は他の方法（職員証の
携帯、名札着用等）でも達成可能であ
る。神戸市など廃止している自治体も
ある。

廃止 廃止対応済み（令和２年３
月26日告示）

7 訓令 大府市職員被服貸与規程 昭和49年３月30日
大府市訓令第５号 秘書人事課

職員（保育士、給食調理員）に対し貸
与する被服のルールについて定めた
もので行政内部の管理運営事項に
当たるため、訓令で定めることは適
切である。

保育士用被服（スモック）について、市
で購入したものを使用する機会が園
行事に限られ、公費を投入する必要
性が低いため、廃止する。併せて新規
採用職員分のみ貸与事務を秘書人事
課で行っていたが、令和２年度から
は、事務の効率化の観点から、保育
課・学校教育課で行うこととする。

改正 改正対応済み（令和２年３
月26日告示）

8 規則 大府市火入れに関する条例施行規則 昭和60年３月29日
大府市規則第６号 農政課

大府市火入れに関する条例第13条
に基づき、規則で定めることは適切
である。

注意報名や引用する条、様式に誤り
がある。

改正 改正対応済み（令和２年３
月26日公布）
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